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１ はじめに

１

平成23年12月に事業認可を受けた、現在、都が整備を進めている放射36号線等※は、道
路交通の円滑化や防災性の向上が期待されています。

一方で、放射36号線等の整備による沿道地域の街並みの変化への対応や、氷川台駅周辺
では、生活利便性やまちの魅力向上が求められています。

（１）まちの現状

〔図１〕氷川台駅周辺地区、放射36号線等の概要

※ 放射36号線等の事業
事業名称：東京都市計画道路事業幹線街路放射第35号線及び幹線街路放射第36号線
施 行 者：東京都
事業期間：平成23年12月1日から令和13年3月31日まで
事業区間：板橋区小茂根四丁目から練馬区早宮二丁目まで
延 長：1,970ｍ
幅 員：40～50ｍ

氷川台三丁目

氷川台四丁目

氷川台一丁目

羽沢三丁目

羽沢二丁目

桜台三丁目

早宮一丁目

氷川台三丁目公園

氷川台三丁目
ちびっこ公園

城北中央公園

石神井川

開進第四小学校

正
久
保
通
り

N

氷川台駅周辺地区



練馬区の呼びかけで、地域の皆様のご協力をいただいきながら“まちづくり協議会”や
“地区計画検討会”を設置して、まちづくりの検討を行ってきました。

１ はじめに

（２）まちづくりの検討

まちづくり協議会を設置

「放射36号線等沿道周辺（羽沢・桜台・氷川台・平和台・
早宮）地区まちづくり計画」を策定

（重点地区まちづくり計画）

「放射36号線等沿道周辺（羽沢・桜台・氷川台・平和台・
早宮）地区まちづくり計画」を策定

（重点地区まちづくり計画）

地区計画検討会を設置地区計画検討会を設置

地区計画検討会案を作成地区計画検討会案を作成

地区計画（素案）を作成地区計画（素案）を作成

まちづくり協議会を設置

「氷川台駅周辺地区地区計画（素案）」は「放射36号線等沿道周辺（羽沢・桜台・氷川
台・平和台・早宮）地区まちづくり計画」をベースに、検討会やオープンハウスでの地域
の皆様のご意見を踏まえて、区が作成したものです。

地区の課題や特徴を踏まえ、住民と区が連携しながら、地区の目指すべき将来像を
設定し、その実現に向けて「まちづくり」を進めていく手法です。

地区計画の内容は、今後の新築や建替え等の際に適用されます。現在の建物に対し
ては適用されません。

２

オープンハウスを開催オープンハウスを開催



検討会やオープンハウスなどを通じて、地域の皆様からいただいた主な課題をまとめま
した。

地域課題や特徴を踏まえた、まちづくりのルールを定める“地区計画”は、まちの将来
像を実現するための手法の一つです。

地区計画で対策できることと、そうでないことを区分したうえで、一つひとつ課題に取
り組んでいきます。

●主な課題

●対応方針

３

１ はじめに

（３）まちの主な課題と対応方針

駅周辺の賑わいの創出 氷川台駅のアクセス改善 住環境の保全

公園や河川沿い等のみどりの
維持

災害対策 道路の安全・快適性

駐輪場の整備
放射36号線の整備事業および
まちづくりの取組の周知

地区計画による
まちづくり

↓
・建築のルール
・道路、公園などの保全

など

地区計画によらない
まちづくり

↓
・地域の皆様が主体となって

取り組むまちづくり
・道路事業者や交通事業者に

よる対策

練馬区による
関連事業の推進

↓
・石神井川の桜の維持
・駐輪場の確保



放射36号線の用地取得率は、令和７年３月時点で約89％となっており、今後は、氷川台
駅前の用地取得が進んでいくことが予想されます。

重点地区まちづくり計画に掲げた“まち”を実現するため、「氷川台駅周辺地区地区計
画」や“用途地域の変更”などの都市計画決定に向けて、地域の皆様や専門機関のご意見
を伺いながら都市計画法に基づく手続きを進めていきます。

まちの目指すべき将来像の実現に向けて、地域の皆様と練馬区が連携しながら「まちづ
くり」を進めます。

１ はじめに

（４）今後のスケジュール

放射36号線等沿道周辺（羽沢・桜台・氷川台・
平和台・早宮）地区まちづくり計画

地区計画

地域地区

＋ ・用途地域
・容積率
・高度地区
・防火地域等

検討会

練馬区

４

オ
ー
プ
ン
ハ
ウ
ス

原
案
説
明
会

原
案
の
公
告
・
縦
覧

素
案
説
明
会

案
の
公
告
・
縦
覧

都
市
計
画
審
議
会

決
定

地
区
計
画
検
討
会
に
よ
る
案
の
検
討

地
区
計
画
検
討
会
案
の
作
成

令和４～７年度 令和８年度～

済済 未未未未今回済



名称：氷川台駅周辺地区地区計画

位置：練馬区氷川台三丁目・桜台三丁目の一部

面積：約28.2ha

■地区計画区域図

氷川台三丁目

氷川台四丁目

氷川台一丁目

羽沢三丁目

羽沢二丁目

桜台三丁目

早宮一丁目

氷川台三丁目公園

氷川台三丁目
ちびっこ公園

城北中央公園

石神井川

開進第四小学校

正
久
保
通
り

N

１．氷川台駅周辺では、地域生活の中心にふさわしい土地利用の促進と地域住民に対す
る利便性の向上を図る。

２．放射36号線沿道では、幹線道路沿道にふさわしい土地利用および延焼遮断機能の強
化を図る。

３．住宅街では、地域周辺の自然を活かし、良好で落ち着いた住環境の維持・向上と災
害に強い街並みの形成を図る。

２ 地区計画の概要

（１）地区計画の名称・位置等

（２）地区計画の目標

５



日常の生活を支える利便施設の立地による、にぎ
わいのあるまちの拠点の形成を図る。

商業施設や生活利便施設が立地する連続性のある
街並みの形成を図るとともに、住環境に配慮した
土地利用を図る。

中層集合住宅や生活利便施設の立地を促し、住環
境に配慮した土地利用を図る。

住宅と工業系の調和に配慮した土地利用を図る。

中層集合住宅や戸建て住宅が立地する良好な住環
境の保全と向上を図る。

低層住宅等が立地する住環境の保全と向上を図る。住宅地区Ｂ地区

住宅地区Ａ地区

住工地区

正久保通り沿道地区

放射36号線沿道地区

氷川台三丁目

氷川台四丁目

氷川台一丁目

羽沢三丁目

羽沢二丁目

桜台三丁目

早宮一丁目

氷川台三丁目公園

氷川台三丁目
ちびっこ公園

城北中央公園

石神井川

開進第四小学校

正
久
保
通
り

N

氷川台駅周辺地区を地区区分図に示す６つの地区に分けて、地区ごとに方針を定めました。

■地区区分図

２ 地区計画の概要

（３）土地利用の方針

駅周辺地区

６



氷川台三丁目公園

城北中央公園

石神井川

正
久
保
通
り

N

開進第四小学校

氷川台三丁目

１ 道路［  区画道路・   隅切り］
緊急車両等の円滑な通行を確保するため、練馬区道路網計画に基づく主要生活道路を

基本に区画道路として地区施設に位置付け、交差部に適切な隅切りを設置し、安全性
の向上させます。

２ 公園［ 公園］
既存の公園の維持・保全に努めます。
※氷川台三丁目ちびっこ公園は、既に都市計画公園となっているため、地区施設には
位置付けません。

２ 地区計画の概要

（４）地区施設の整備方針

７



１ 日常の生活を支える利便施設を中心とした街並みの形成や幹線道路の後背住宅地に
配慮した街並みを形成するため、建築物等の用途の制限を定める。

２ 敷地の細分化を防ぎ、良好な街並みとゆとりある快適な住環境を保全するため、建
築物の敷地面積の最低限度を定める。

３ 住環境に配慮しながら連続性のある街並みを形成するため、建築物等の高さの最高
限度、建築物等の形態または色彩その他の意匠の制限を定める。

４ 道路空間の安全性・防災性の向上および良好な住環境の形成を図るため、壁面の位
置の制限および壁面後退区域における工作物の設置の制限を定める。

５ 災害時のブロック塀等の倒壊を防ぐとともに、みどり豊かな街並みを形成するため、
垣または柵の構造の制限を定める。

２ 地区計画の概要

（５）建築物等の整備方針

地区整備計画は“１）駅周辺地区の放射36号線沿道限定ルール” と“２）地区全体の
共通ルール”に分かれます。

氷川台駅周辺地区地区計画 地区整備計画

２）地区全体の共通ルール

①建築物等の用途の制限
②建築物の敷地面積の最低限度
③建築物等の高さの最高限度
④壁面の位置の制限
⑤壁面後退区域における工作物の設置の制限
⑥建築物等の形態または色彩その他の意匠

  の制限
⑦垣または柵の構造の制限

１）駅周辺地区の放射36号線沿道
限定ルール

〇 総合設計制度を活用した建物高さの緩和

８



１）駅周辺地区の放射36号線沿道限定ルール

〇総合設計制度を活用した建物高さの緩和

・放射36号線で店舗が減少し、将来的な賑わい創出が課題。

・地区計画に適合（放射36号線に面する１階部分は、店舗、飲食店、事務所等の用途にする）

・総合設計制度を活用した（1,000m2以上の敷地で一定割合以上の空地を有する）建築物
の高さの最高限度については、本来は30ｍのところを36ｍ（2,000m2以上の敷地は45ｍ）
まで緩和する。（※マンションの建て替えでも適用できます。）

公共性のある
空間を確保

容積率を緩和
高さ制限を緩和
36ｍ（45ｍ）

上記条件に適合すると…

放射36号線

放射36号線

存続または一部存続する店舗

無くなるまたは一部無くなる店舗

放射36号線

課題

条件

緩和
内容

放射36号線

店舗や
事務所等

放射36号線

放射36号線

店舗や
事務所等

共同住宅等

住宅等
出入口

駐車場
通りに面さない
部分はOK

住宅等への出
入り口や
階段はOK

OK OK

NG

or
高さ
制限
30ｍ

高さ
制限
30ｍ

９

２ 地区計画の概要

（単独建替え） （共同化）

放射36号線



①建築物等の用途の制限

駅周辺地区
正久保通り
沿道地区

放射36号線
沿道地区

住工地区
住宅地区Ａ地区

住宅地区Ｂ地区

マージャン屋、
ぱちんこ屋等

マージャン屋、
ぱちんこ屋等

ー
マージャン屋、
ぱちんこ屋等

ー

ただし、放射36号線沿道において、建築基準法上の総合設計制度を活用した建築物で、建築物の高さ
が30ｍを超える場合、放射36号線に面する１階は、店舗、飲食店、事務所、その他これらに類する用
途とする。

駅周辺地区では生活利便施設の立地を促進し、住工地区では住環境を維持するため、表に掲げるも
のは建築できません。

＜対象となる地区＞
駅周辺地区・正久保通り沿道地区・住工地区

制限される
用途の例

氷川台三丁目公園

氷川台三丁目
ちびっこ公園

城北中央公園

石神井川

開進第四小学校

正
久
保
通
り

N

２ 地区計画の概要

２）地区全体の共通ルール

※上記の地区計画による制限のほか、用途地域ごとに建築できる用途が制限され
ます。放射36号線沿道地区と、住宅地区Ａ／Ｂ地区は、上記のとおり地区計画
による制限は設けていませんが、用途地域による制限に基づき「マージャン
屋」「ぱちんこ屋」等は建築できません。
詳しくは区ホームページをご覧ください。

10



駅周辺地区
正久保通り
沿道地区

放射36号線
沿道地区

住工地区
住宅地区Ａ地区

住宅地区Ｂ地区

30ｍ 25ｍ 20ｍ

ただし、放射36号線沿道において、建築基準法上の総合設計制度を活用した場合、建築物の高さは次
のとおりとする。
敷地面積1,000㎡以上：36ｍまで、敷地面積2,000㎡以上：45ｍまで。（９ページで詳しく説明）

地区計画が決定した時点において、当規定の高さを超える建築物は、区の認定を受けた場合、この限
りではない。

②建築物の敷地面積の最低限度

細分化を防ぎ、良好な街並みと住環境を維持するため、新たに100㎡未満に分割した敷地では、建築で
きません。ただし、地区計画決定時において、既に敷地面積が100㎡未満のものは建築可能です。

駅周辺地区
正久保通り
沿道地区

放射36号線
沿道地区

住工地区
住宅地区Ａ地区

住宅地区Ｂ地区

100㎡

100㎡

敷地面積
200㎡

敷地面積
75㎡

120㎡ 75㎡

分割して
建築

分割しない
で建築

80㎡

敷地面積
200㎡

分割して
建築

100㎡

75㎡の敷地75㎡の敷地 100㎡の敷地100㎡の敷地

城北中央公園

石神井川

正
久
保
通
り

N

開進第四小学校

＜対象となる地区＞
全地区

氷川台三丁目公園

氷川台三丁目
ちびっこ公園

③建築物等の高さの最高限度

連続性のある街並みを形成するため、地区ごとの高さを超えるものは建築できません。ただし、地区
計画決定時において、既に高さの最高限度を超えている建築物は、認定を受けることで建替えできます。

㈱
○
×
△

高さの最高限度

㈱
○
×
△

㈱〇×△

㈱
○
×
△

城北中央公園

石神井川

正
久
保
通
り

N

開進第四小学校

＜対象となる地区＞ 全地区

氷川台三丁目公園

氷川台三丁目
ちびっこ公園

２ 地区計画の概要

11



④壁面の位置の制限（❶・❷）

❶通風・採光および避難路を確保するため、建築物は、敷地境界線から50cm以上離してください。
❷交通安全確保のため、交差部には、見通し空地（底辺２ｍ）を設置してください。

⑤壁面後退区域における工作物の設置の制限
見通し空地には、交通安全確保のため、物を置かないでください。

駅周辺地区
正久保通り
沿道地区

放射36号線
沿道地区

住工地区
住宅地区Ａ地区

住宅地区Ｂ地区

－
❶外壁等の面から隣地境界線まで50cm

以上離す。

❷隅切り（底辺３ｍ）以外の角敷地では、見通し空地（底辺２ｍ）を確保する。

❶軒、出窓等（建物の最も外側）が基準

隣地
境界

隣地
境界

軒軒

50cm以上
出窓出窓 出窓出窓

50cm以上

城北中央公園

石神井川

正
久
保
通
り

N

開進第四小学校

＜対象となる地区＞
❶住工地区・住宅地区Ａ地区・住宅地区Ｂ地区
❷全地区

氷川台三丁目公園

氷川台三丁目
ちびっこ公園

駅周辺地区
正久保通り
沿道地区

放射36号線
沿道地区

住工地区
住宅地区Ａ地区

住宅地区Ｂ地区

壁面の位置の制限❷(見通し空地(底辺２ｍ))の区域には、通行の妨げとなるような工作物および植栽
等の設置を制限する。

道路道路

敷地敷地

２ｍ

■見通し空地 設置できない工作物などの例

自動販売機

実際のイメージ…実際のイメージ…

塀塀
城北中央公園

石神井川

正
久
保
通
り

N

開進第四小学校

＜対象となる地区＞
全地区

氷川台三丁目公園

氷川台三丁目
ちびっこ公園

12

２ 地区計画の概要

見通し空地見通し空地

❷

※駅周辺地区、正久保通り沿道地区、放射36号線沿道地区では、ルールを設けませんが、民法第234
条で、境界線から50cm以上の距離を保たなければならないとされています。

隅切り隅切り

❷



駅周辺地区
正久保通り
沿道地区

放射36号線
沿道地区

住工地区
住宅地区Ａ地区

住宅地区Ｂ地区

道路に面して設ける垣または柵は、生け垣またはフェンス等とする。ただし、公共公益施設等の用に
供する建築物等の保安および景観上必要な柵※２、または高さ60cm以下の部分は、この限りではない。

⑥建築物等の形態または色彩その他の意匠の制限

統一感のある街並みの形成を図るため、形態や色彩は周辺に配慮したものにしてください。

⑦垣または柵の構造の制限

ブロック塀は、災害時に道路を閉塞しないよう、安全な高さ（60cmまで）にしてください。
60cmを超える部分は、生け垣またはフェンス等としてください。

駅周辺地区
正久保通り
沿道地区

放射36号線
沿道地区

住工地区
住宅地区Ａ地区

住宅地区Ｂ地区

建築物等は、原色の使用を避け、周囲に配慮した形態、意匠とする。
屋外広告物等は街並みに配慮したものとする。
住宅地区Ｂ地区※１を除き、屋外広告物等を含めた建築物等の高さを最高限度とする。

㈱〇×△

㈱
○×

△

高さの最高限度

㈱
○×

△

㈱〇×△

㈱
○×

△

色彩のイメージ

建物の高さは ですが…
広告物を含む建物の高さがあ

＜対象となる地区＞
全地区

たとえば…？たとえば…？

生け垣生け垣 フェンスフェンス

城北中央公園

石神井川
正
久
保
通
り

N

開進第四小学校

＜対象となる地区＞ 全地区

氷川台三丁目公園

氷川台三丁目
ちびっこ公園

13

２ 地区計画の概要

城北中央公園

石神井川

正
久
保
通
り

N

開進第四小学校

氷川台三丁目公園

氷川台三丁目
ちびっこ公園

具体的にはこちら

※１ 住宅地区Ｂ地区では、東京都屋外広告物条例により広告物の屋上への設置が制限されています。

※２ 現時点では、寺院の塀（墓地を囲む塀を除く）を制限の対象外として、想定しています。



14

建築ルール 駅周辺地区
正久保通り
沿道地区

放射36号線
沿道地区

住工地区
住宅地区Ａ地区

住宅地区Ｂ地区

建築物等の
用途の制限

マージャン屋、
ぱちんこ屋等

マージャン屋、
ぱちんこ屋等 ー

マージャン屋、
ぱちんこ屋等 ー

ただし、放射36号線沿道において、建築基準法上の総合設計制度を活用した建築物
で、建築物の高さが30ｍを超える場合、放射36号線に面する１階は、店舗、飲食店、
事務所、その他これらに類する用途とする。

建築物の敷
地面積の最
低限度

100㎡

建築物等の
高さの最高
限度

30ｍ 25ｍ 20ｍ

ただし、放射36号線沿道において、建築基準法上の総合設計制度を活用した場合、
建築物の高さは次のとおりとする。
敷地面積1,000㎡以上：36ｍまで
敷地面積2,000㎡以上：45ｍまで

地区計画が決定した時点において、当規定の高さを超える建築物は、区の認定を受
けた場合、この限りではない。

壁面の位置
の制限
（❶・❷）

－
❶外壁等の面から隣地境界線ま

で50cm以上離す。

❷隅切り（底辺３ｍ）以外の角敷地では、見通し空地（底辺２ｍ）を確保する。

壁面後退区
域における
工作物の設
置の制限

壁面の位置の制限❷の区域には、通行の妨げとなるような工作物および植栽等の設
置を制限する。

建築物等の
形態または
色彩その他
の意匠の制
限

建築物等は、原色の使用を避け、周囲に配慮した形態、意匠とする。
屋外広告物等は街並みに配慮したものとする。
住宅地区Ｂ地区※１を除き、屋外広告物等を含めた建築物等の高さを最高限度とす

る。

垣または柵
の構造の制
限

道路に面して設ける垣または柵は、生け垣またはフェンス等とする。ただし、公共
公益施設等の用に供する建築物等の保安および景観上必要な柵※２、または高さ

60cm以下の部分は、この限りではない。

２ 地区計画の概要

（５）建築物等の整備方針（まとめ）

※１ 住宅地区Ｂ地区では、東京都屋外広告物条例により広告物の屋上への設置が制限されています。
※２ 現時点では、寺院の塀（墓地を囲む塀を除く）を制限の対象外として、想定しています。

【注】建築ルールは、新築や建替え等をする際に適用され、現在の建物には適用されません。



城北中央公園

石神井川

N

■土地利用の方針
日常の生活を支える利便施設

の立地による、にぎわいのある
まちの拠点の形成を図る。

建築ルール 駅周辺地区

建築物等の用途
の制限

マージャン屋、ぱちんこ屋等

ただし、放射36号線沿道において、建築基準法上の総合設計制度を活用した建築
物で、建築物の高さが30ｍを超える場合、放射36号線に面する１階は、店舗、飲
食店、事務所、その他これらに類する用途とする。

建築物の敷地面
積の最低限度

100㎡

建築物等の高さ
の最高限度

30ｍ

ただし、放射36号線沿道において、建築基準法上の総合設計制度を活用した場合、
建築物の高さは次のとおりとする。
敷地面積1,000㎡以上：36ｍまで
敷地面積2,000㎡以上：45ｍまで

地区計画が決定した時点において、当規定の高さを超える建築物は、区の認定を
受けた場合、この限りではない。

壁面の位置の制
限❷ 隅切り（底辺３ｍ）以外の角敷地では、見通し空地（底辺２ｍ）を確保する。

壁面後退区域に
おける工作物の
設置の制限

壁面の位置の制限❷の区域には、通行の妨げとなるような工作物および植栽等の
設置を制限する。

建築物等の形態
または色彩その
他の意匠の制限

建築物等は、原色の使用を避け、周囲に配慮した形態、意匠とする。
屋外広告物等は街並みに配慮したものとする。
住宅地区Ｂ地区を除き、屋外広告物等を含めた建築物等の高さを最高限度とする。

垣または柵の構
造の制限

道路に面して設ける垣または柵は、生け垣またはフェンス等とする。ただし、公
共公益施設等の用に供する建築物等の保安および景観上必要な柵※、または高さ

60cm以下の部分は、この限りではない。

15

２ 地区計画の概要

（６）建築物等の整備方針（駅周辺地区）

【注】建築ルールは、新築や建替え等をする際に適用され、現在の建物には適用されません。

※ 現時点では、寺院の塀（墓地を囲む塀を除く）を制限の対象外として、想定しています。



城北中央公園

石神井川

N

■土地利用の方針
商業施設や生活利便施設が立

地する連続性のある街並みの形
成を図るとともに、住環境に配
慮した土地利用を図る。

建築ルール 正久保通り沿道地区

建築物等の用途
の制限

マージャン屋、ぱちんこ屋等

建築物の敷地面
積の最低限度

100㎡

建築物等の高さ
の最高限度

25ｍ

地区計画が決定した時点において、当規定の高さを超える建築物は、区の認定を
受けた場合、この限りではない。

壁面の位置の
制限❷ 隅切り（底辺３ｍ）以外の角敷地では、見通し空地（底辺２ｍ）を確保する。

壁面後退区域に
おける工作物の
設置の制限

壁面の位置の制限❷の区域には、通行の妨げとなるような工作物および植栽等の
設置を制限する。

建築物等の形態
または色彩その
他の意匠の制限

建築物等は、原色の使用を避け、周囲に配慮した形態、意匠とする。
屋外広告物等は街並みに配慮したものとする。
住宅地区Ｂ地区を除き、屋外広告物等を含めた建築物等の高さを最高限度とする。

垣または柵の構
造の制限

道路に面して設ける垣または柵は、生け垣またはフェンス等とする。ただし、公
共公益施設等の用に供する建築物等の保安および景観上必要な柵※、または高さ

60cm以下の部分は、この限りではない。
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２ 地区計画の概要

（６）建築物等の整備方針（正久保通り沿道地区）

※ 現時点では、寺院の塀（墓地を囲む塀を除く）を制限の対象外として、想定しています。

【注】建築ルールは、新築や建替え等をする際に適用され、現在の建物には適用されません。



城北中央公園

石神井川

N

■土地利用の方針
中層集合住宅や生活利便施設

の立地を促し、住環境に配慮し
た土地利用を図る。

副道が整備される地域では、
共同化を促進し、土地利用を図
るとともに、放射36号線と一体
となった建築物の不燃化を図る。

建築ルール 放射36号線沿道地区

建築物等の用途
の制限

ー

建築物の敷地面
積の最低限度

100㎡

建築物等の高さ
の最高限度

20ｍ

地区計画が決定した時点において、当規定の高さを超える建築物は、区の認定を
受けた場合、この限りではない。

壁面の位置の
制限❷ 隅切り（底辺３ｍ）以外の角敷地では、見通し空地（底辺２ｍ）を確保する。

壁面後退区域に
おける工作物の
設置の制限

壁面の位置の制限❷の区域には、通行の妨げとなるような工作物および植栽等の
設置を制限する。

建築物等の形態
または色彩その
他の意匠の制限

建築物等は、原色の使用を避け、周囲に配慮した形態、意匠とする。
屋外広告物等は街並みに配慮したものとする。
住宅地区Ｂ地区を除き、屋外広告物等を含めた建築物等の高さを最高限度とする。

垣または柵の構
造の制限

道路に面して設ける垣または柵は、生け垣またはフェンス等とする。ただし、公
共公益施設等の用に供する建築物等の保安および景観上必要な柵※、または高さ

60cm以下の部分は、この限りではない。
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２ 地区計画の概要

（６）建築物等の整備方針（放射36号線沿道地区）

※ 現時点では、寺院の塀（墓地を囲む塀を除く）を制限の対象外として、想定しています。

【注】建築ルールは、新築や建替え等をする際に適用され、現在の建物には適用されません。



城北中央公園

石神井川

N
■土地利用の方針

住宅と工業系の調和に配慮し
た土地利用を図る。

建築ルール 住工地区

建築物等の用途
の制限

マージャン屋、ぱちんこ屋等

建築物の敷地面
積の最低限度

100㎡

建築物等の高さ
の最高限度

20ｍ

地区計画が決定した時点において、当規定の高さを超える建築物は、区の認定を
受けた場合、この限りではない。

壁面の位
置の制限

❶ 外壁等の面から隣地境界線まで50cm以上離す。

❷ 隅切り（底辺３ｍ）以外の角敷地では、見通し空地（底辺２ｍ）を確保する。

壁面後退区域に
おける工作物の
設置の制限

壁面の位置の制限❷の区域には、通行の妨げとなるような工作物および植栽等の
設置を制限する。

建築物等の形態
または色彩その
他の意匠の制限

建築物等は、原色の使用を避け、周囲に配慮した形態、意匠とする。
屋外広告物等は街並みに配慮したものとする。
住宅地区Ｂ地区を除き、屋外広告物等を含めた建築物等の高さを最高限度とする。

垣または柵の構
造の制限

道路に面して設ける垣または柵は、生け垣またはフェンス等とする。ただし、公
共公益施設等の用に供する建築物等の保安および景観上必要な柵※、または高さ

60cm以下の部分は、この限りではない。
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２ 地区計画の概要

（６）建築物等の整備方針（住工地区）

※ 現時点では、寺院の塀（墓地を囲む塀を除く）を制限の対象外として、想定しています。

【注】建築ルールは、新築や建替え等をする際に適用され、現在の建物には適用されません。



城北中央公園

石神井川

N
■土地利用の方針

中層集合住宅や戸建て住宅が
立地する良好な住環境の保全と
向上を図る。

建築ルール 住宅地区Ａ地区

建築物等の用途
の制限

ー

建築物の敷地面
積の最低限度

100㎡

建築物等の高さ
の最高限度

20ｍ

地区計画が決定した時点において、当規定の高さを超える建築物は、区の認定を
受けた場合、この限りではない。

壁面の位
置の制限

❶ 外壁等の面から隣地境界線まで50cm以上離す。

❷ 隅切り（底辺３ｍ）以外の角敷地では、見通し空地（底辺２ｍ）を確保する。

壁面後退区域に
おける工作物の
設置の制限

壁面の位置の制限❷の区域には、通行の妨げとなるような工作物および植栽等の
設置を制限する。

建築物等の形態
または色彩その
他の意匠の制限

建築物等は、原色の使用を避け、周囲に配慮した形態、意匠とする。
屋外広告物等は街並みに配慮したものとする。
住宅地区Ｂ地区を除き、屋外広告物等を含めた建築物等の高さを最高限度とする。

垣または柵の構
造の制限

道路に面して設ける垣または柵は、生け垣またはフェンス等とする。ただし、公
共公益施設等の用に供する建築物等の保安および景観上必要な柵※、または高さ

60cm以下の部分は、この限りではない。
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２ 地区計画の概要

（６）建築物等の整備方針（住宅地区Ａ地区）

※ 現時点では、寺院の塀（墓地を囲む塀を除く）を制限の対象外として、想定しています。

【注】建築ルールは、新築や建替え等をする際に適用され、現在の建物には適用されません。



城北中央公園

石神井川

N

■土地利用の方針
低層住宅等が立地する住環境

の保全と向上を図る。

建築ルール 住宅地区Ｂ地区

建築物等の用途
の制限

ー

建築物の敷地面
積の最低限度

100㎡

建築物等の高さ
の最高限度

20ｍ

地区計画が決定した時点において、当規定の高さを超える建築物は、区の認定を
受けた場合、この限りではない。

壁面の位
置の制限

❶ 外壁等の面から隣地境界線まで50cm以上離す。

❷ 隅切り（底辺３ｍ）以外の角敷地では、見通し空地（底辺２ｍ）を確保する。

壁面後退区域に
おける工作物の
設置の制限

壁面の位置の制限❷の区域には、通行の妨げとなるような工作物および植栽等の
設置を制限する。

建築物等の形態
または色彩その
他の意匠の制限

建築物等は、原色の使用を避け、周囲に配慮した形態、意匠とする。
屋外広告物等は街並みに配慮したものとする。
住宅地区Ｂ地区※１を除き、屋外広告物等を含めた建築物等の高さを最高限度と

する。

垣または柵の構
造の制限

道路に面して設ける垣または柵は、生け垣またはフェンス等とする。ただし、公
共公益施設等の用に供する建築物等の保安および景観上必要な柵※２、または高

さ60cm以下の部分は、この限りではない。
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２ 地区計画の概要

（６）建築物等の整備方針（住宅地区Ｂ地区）

【注】建築ルールは、新築や建替え等をする際に適用され、現在の建物には適用されません。

※１ 住宅地区Ｂ地区では、東京都屋外広告物条例により広告物の屋上への設置が制限されています。

※２ 現時点では、寺院の塀（墓地を囲む塀を除く）を制限の対象外として、想定しています。



中層の集合住宅や生活利便施設等の立地、延焼遮断機能の強化を目指します。

※用途地域の変更については、東京都と協議中です。
※容積率は、前面の道路幅員により低減を受ける場合があります。

区分 用途地域※ 容積率※ 高度地区 防火地域等

変更前

第一種中高層
住居専用地域

a準工業地域a

200％ 20ｍ第２種 準防火地域

変更後 第一種住居地域 300％ 20ｍ第３種 防火地域

区分 用途地域※ 容積率※ 高度地区 防火地域等

変更前 a準工業地域a 200％ 20ｍ第２種 準防火地域

変更後
第一種中高層
住居専用地域

200％ 20ｍ第２種 準防火地域

1

氷川台三丁目公園

氷川台三丁目
ちびっこ公園

城北中央公園

石神井川

開進第四小学校

正
久
保
通
り

N

氷川台三丁目公園

氷川台三丁目
ちびっこ公園

城北中央公園

石神井川

開進第四小学校

正
久
保
通
り

N

■変更前 ■変更後

2

1

2

1

■変更箇所①

■変更箇所②
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住環境の保全と向上を目指します。

３ 用途地域等の変更

2



巻末資料（まちづくりの制度）

（１）都市計画制度の構造

市街化区域

市街化調整区域

都市計画区域

工業地域

準工業地域

鉄道

道路

土地区画整理事業

市街地再開発事業

地区計画

都市計画区域

商業地域

第一種住居地域第一種低層住居専用地域

公園 地区計画

区域区分

地域地区
【例：用途地域】

都市施設
市街地開発事業

地区計画

都市全体の
計画の見取り図

（２）地区計画制度

それぞれの地区の特性に応じて良好な都市環境の形成を図ることを目的として、きめ細やかな土地
利用に関する計画と、小規模な公共施設に関する計画を一体的に定める「地区レベルの都市計画」

●都市計画のルールのひとつ。
●特定の地区で、その地区の特性に合ったきめ細やか
なルールを定める。“地区レベルでの都市計画”

●都市計画マスタープランに内容が即していることが
が前提。

●建築物等に関するルールを定めることができる。
●区域内では、地区計画で定められたルールに即した
ものでなければ建築等が認められない。

●地区計画が決定されても現在の建物や土地には適用
されない。

高さ制限

保全
緑地

予定道路

塀の生け垣化
敷地細分化
禁止

境界から
後退

用
途
規
制

建築
禁止用途規制

高さ制限

建築禁止

地区計画のイメージ
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出典：国土交通省ホームページ

出典：国土交通省ホームページ



用途地域
建築物の用途や建築物の形態制限（容積率、建ぺい率、高さ等）について、地方
公共団体が都市計画の内容として決定
（容積率、建蔽率、高さ等の具体的数値については、用途地域の種類毎に建築基

準法で定められているメニューの中から都市計画で選択）

公園

道路

（都市計画区域）

（市街化区域）

地域の実情に応じ、
建築物等に関する規制
を詳細に強化又は緩和

さらに、詳細に強化、緩和が可能

高度地区の指定による
絶対高さ制限の強化等

高度地区
絶対高さ制限

道路

Ｈm

隣地境界線

都市計画法

建築基準法

都市計画の内容に応じた具体的な基準を規定
・用途 ：用途地域の種類毎に建築可能な建築物の用途を列挙
・形態制限：用途地域の種類毎に形態制限（容積率、建蔽率、高さ等）の

具体的数値のメニューを提示（メニューの中から都市計画で
選択）

集団規定

建築確認 建築物の建築に際し、その建築計画が集団規定を含む基準に適合しているか
を確認

地区計画

巻末資料（まちづくりの制度）

（３）都市計画の実現手段
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出典：国土交通省ホームページ



（４）地域地区
①用途地域

各地域の市街地像に沿って、住居、商業、工業などの土地利用の規制と誘導を行う制度
で、用途地域ごとに建築できる建築物の用途が制限されています。また、建ぺい率、容積
率、高さの最高限度、敷地面積の最低限度などが指定されています。
氷川台駅周辺地区では、下表の用途地域が設定されています。

用途地域 趣旨

第一種中高層住居専用地域 中高層住宅の良好な環境保護のための地域

第一種住居地域 住宅の環境保全を図り、大規模な店舗、事務所の立地が制限され
る地域

近隣商業地域 近隣の住宅地の住民のための店舗、事務所等の利便の増進を図る
地域

準工業地域 環境の悪化をもたらすおそれのない工業の利便の増進を図る地域

②建ぺい率
建ぺい率は、建物の建築面積（概ね1階の面積）の敷地面積に対する割合です。
練馬区内では30％～80％が指定されています。

③容積率
容積率は、建物の各階の床面積の合計（延べ面積）の敷地面積に対する割合です。
練馬区内では60％～600％が指定されています。

巻末資料（まちづくりの制度）

④高度地区

市街地の環境を維持し、または土地利用の増進を図るため、建築物の高さの最高限度ま
たは最低限度を定める地区です。

⑤防火地域・準防火地域

市街地における火災の危険を防除するため定める地域です。建築物等の構造等が下表の
とおり構造制限されます。

24

防火地域 準防火地域

耐火建築物等としなければ
ならないもの

階数が３以上のもの
または
延べ床面積が100㎡を超える
もの

地階を除く階数が４以上のもの
または
延べ床面積が1500㎡を超えるもの

耐火建築物等または準耐火
建築物等としなければなら
ないもの

階数が２以下で、かつ延べ床
面積が100㎡以下のもの

地階を除く階数が３で、延べ床面
積が1500㎡以下のもの
または
地階を除く階数が２以下で、延べ
床面積が500㎡を超え、1500㎡以
下のもの

防火構造等としなければな
らないもの

地階を除く階数が２以下で、かつ
延べ床面積が500㎡以下のもの



巻末資料（まちづくりの制度）

（５）練馬区都市計画マスタープラン

地域 土地利用の方針

都市型沿道地区 駅周辺の生活拠点における商業集積を図る

沿道環境地区 後背地と調和を図りながら、周辺の住環境に配慮した土地利用を図る

住商工共存地区 異なる用途相互の調和を図りながら住環境を守る

都市型誘導地区 低層住宅に配慮した中層住宅地の形成を進める

中低層地区 中層・低層の建物が調和した街並みを目指す

工業系地区 環境に配慮した地域密着型の土地利用を図る

今後の区政運営の方向性を示す「みどりの風吹くまちビジョン」を踏まえた、まちづくり分
野の計画です。現行のマスタープランは、平成13年３月に策定した計画を、平成27年12月に改
定したものです。
氷川台駅周辺は、生活拠点における商業集積を図り、放射36号線沿道は、後背地と調和を図

りながら、周辺の住環境に配慮した土地利用を図ることとしています。
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【土地利用の方針】
《氷川台駅周辺地区》生活利便性の向上やにぎわいの創出により、魅力と個性のあるまちの拠点

を形成
《放射36号線沿道地区》周辺の住環境に配慮したまちの骨格にふさわしい沿道空間を形成
《住宅地区》閑静でみどり豊かな住みよい住環境の維持・向上を図る

巻末資料（まちづくりの制度）

● 生活拠点である氷川台駅周辺地区および放射36号線等沿道地区の土地利用の促進
● 誰もが安全・安心・快適に暮らせる良好な生活環境の形成
● 貴重なみどりや石神井川を活かした水とみどり豊かなまちづくり

放射36号線等沿道周辺地区まちづくり計画の目標放射36号線等沿道周辺地区まちづくり計画の目標

（６）重点地区まちづくり計画

練馬区では、重点的かつ積極的にまちづくりを進めようとする際、練馬区まちづくり
条例に基づき「重点地区まちづくり計画」を策定し、区民や事業者等と協力してまちづ
くり行っています。
この地区では、令和元年８月に「放射36号線等沿道周辺（羽沢・桜台・氷川台・平和

台・早宮）地区まちづくり計画」を策定しています。
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巻末資料（まちづくりの制度）

延焼遮断機能
地震や火災時に市街地での火災の延焼を防止する機能です。

オープンハウス
まちづくりなどの計画案をパネル展示等により、住民に周知・意見収集する対話型の手法です。

屋外広告物
屋外に表示される「看板・貼り紙・広告塔など」を示します。屋外広告物につきましては、屋
外広告物条例により、設置等に関する基準が定められています。

共同化
隣接する複数の地権者が敷地を一体化し、共同で一つの建物を建てる手法です。

公告・縦覧
区が都市計画などの重要情報を一般に広報し、関係書類を住民が自由に閲覧できる手続です。

（低層・中層・高層）住宅
当地区においては、概ね低層住宅を２～３階、中層住宅を４～６階、高層住宅を７階以上とし
ます。

主要延焼遮断帯
地震に伴う市街地火災の延焼を阻止する機能を果たす道路、河川、鉄道、公園等の都市施設お
よびこれらと近接する耐火建築物等により構成される帯状の不燃空間です。防災上の重要度か
ら、「骨格防災軸」「主要延焼遮断帯」「一般延焼遮断帯」の３区分があります。

生活利便施設
住まいの周辺にある生活に欠かせない施設（スーパー、コンビニ、病院など）を指します。

総合設計制度
500㎡以上の敷地で敷地内に歩行者が日常自由に通行または利用できる空地（公開空地）を設け
るなど、市街地の環境改善に資する場合に、容積率や斜線、絶対高さを緩和する制度です。

地区整備計画
生活道路の配置、建築物の建て方（ルール）などを具体的に定めるものです。

練馬区道路網計画
区内の道路ネットワークは、都市計画マスタープラン（平成13年３月策定）に位置付けられて
おり、秩序ある自動車交通の処理のために担うべき機能に応じて、都市計画道路・生活幹線道
路・主要生活道の３種類で構成されています。このうち、主要生活道路は、生活幹線道路を補
完し、地区内交通を処理するとともに、日常消防活動の向上を図るための道路です。（幅員６
ｍ以上、約250ｍ間隔で計画）

副道
道路が沿道と高低差を生じる場合に車両が沿道に自由に出入りができるよう、本線と並行して
設けられた道路です。

不燃化
地震等の災害時に火災が延焼しないよう、建物をコンクリートや鉄骨造などの「耐火・準耐火
建築物」へ建て替え、燃えにくいまちづくりを推進することです。

放射36号線
豊島区要町一丁目から練馬区早宮一丁目までの延長4.29km、幅員40～50ｍの都市計画道路です。

見通し空地
角敷地内において、車や歩行者からの見通しを確保し、安全性を高める一定の空間です。
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（７）用語解説（氷川台駅周辺地区版）



巻末資料（現在の建築ルール）
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建築ルール 駅周辺地区
正久保通り
沿道地区

放射36号線
沿道地区

住工地区
住宅地区Ａ地区

住宅地区Ｂ地区

建築物等の
用途の制限

ー
【建築基準法】
マージャン屋、
ぱちんこ屋等

ー
【建築基準法】
マージャン屋、
ぱちんこ屋等

建築物の敷
地面積の最
低限度

ー
【都市計画法】

75㎡

建築物等の
高さの最高
限度

【都市計画法】
30ｍ

【都市計画法】
25ｍ

【都市計画法】
20ｍ

壁面の位置
の制限

【民法】
外壁等の面から隣地境界線まで50cm以上離す。

【東京都建築安全条例】
幅員６ｍ未満の道路が交わる角敷地では、見通し空地（底辺２ｍ）を確保する。

壁面後退区
域における
工作物の設
置の制限

【東京都建築安全条例】
見通し空地には、通行の妨げとなるような工作物の設置を制限する。

建築物等の
形態または
色彩その他
の意匠の制
限

ー

ー

【東京都屋外広告物
条例】
屋上への広告物の
設置を制限する。

垣または柵
の構造の制
限

【建築基準法施行令】
コンクリートブロック塀は高さ220cｍまで
組積造塀（大谷石やレンガ等の石材を積み上げて造られた塀）は高さ120cｍまで



巻末資料（地区計画（素案）の建築ルール）
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建築ルール 駅周辺地区
正久保通り
沿道地区

放射36号線
沿道地区

住工地区
住宅地区Ａ地区

住宅地区Ｂ地区

建築物等の
用途の制限

マージャン屋、
ぱちんこ屋等

マージャン屋、
ぱちんこ屋等 ー

マージャン屋、
ぱちんこ屋等 ー

ただし、放射36号線沿道において、建築基準法上の総合設計制度を活用した建築物で、
建築物の高さが30ｍを超える場合、放射36号線に面する１階は、店舗、飲食店、事務所、
その他これらに類する用途とする。

建築物の敷
地面積の最
低限度

100㎡

建築物等の
高さの最高
限度

30ｍ 25ｍ 20ｍ

ただし、放射36号線沿道において、建築基準法上の総合設計制度を活用した場合、建築
物の高さは次のとおりとする。
敷地面積1,000㎡以上：36ｍまで
敷地面積2,000㎡以上：45ｍまで

地区計画が決定した時点において、当規定の高さを超える建築物は、区の認定を受けた
場合、この限りではない。

壁面の位置
の制限
（❶・❷）

－
❶外壁等の面から隣地境界線まで
50cm以上離す。

❷隅切り（底辺３ｍ）以外の角敷地では、見通し空地（底辺２ｍ）を確保する。

壁面後退区
域における
工作物の設
置の制限

壁面の位置の制限❷区域には、通行の妨げとなるような工作物および植栽等の設置を制
限する。

建築物等の
形態または
色彩その他
の意匠の制
限

建築物等は、原色の使用を避け、周囲に配慮した形態、意匠とする。
屋外広告物等は街並みに配慮したものとする。
住宅地区Ｂ地区※１を除き、屋外広告物等を含めた建築物等の高さを最高限度とする。

垣または柵
の構造の制
限

道路に面して設ける垣または柵は、生け垣またはフェンス等とする。ただし、公共公益
施設等の用に供する建築物等の保安および景観上必要な柵※２、または高さ60cm以下の部

分は、この限りではない。

※１ 住宅地区Ｂ地区では、東京都屋外広告物条例により広告物の屋上への設置が制限されています。
※２ 現時点では、寺院の塀（墓地を囲む塀を除く）を制限の対象外として、想定しています。

【注】建築ルールは、新築や建替え等をする際に適用され、現在の建物には適用されません。



練馬区 都市整備部 東部地域まちづくり課（担当：吾妻、小穴、宮岡）

【住 所】〒176-8501 東京都練馬区豊玉北6-12-1
【電 話】03-5984-1594 【FAX】03-5984-1226 【E-mail】TOUBU05@city.nerima.tokyo.jp

■動画配信について
２回目の説明会後、区ホームページに当日の説明会資料および動画

（音声付きスライド）を公開します。
https://www.city.nerima.tokyo.jp/kusei/machi/kakuchiiki/housya36/hikawadai.html

【ホームページ】

■ご意見について
氷川台駅周辺地区の地区計画（素案）に関するご意見は、令和８年７月

22日（水）までに、お問い合わせ先へ「 LoGoフォーム・メール・ＦＡＸ・
郵送（様式なし）」にてお寄せください。

お問い合わせお問い合わせ

【ご意見はこちら】

冊子で使用している一部の図面は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺2500分の1地形図を利用
（承認番号：７都市基交測第５号）して作成したものである。
（承認番号）８都市基街都第58号、令和８年５月14日
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